
（一　般　会　計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働部関係職員費

補正予算額 国庫 △1,665
義 務 ( 1,764,809 ) ( △ 32,762 ) (△ 1.9) ( 1,732,047 )

1,884,247 △ 34,427 △ 1.8 1,849,820

補正予算額

人件費計 ( 1,764,809 ) ( △ 32,762 ) △ 1.9 ( 1,732,047 )

1,884,247 △ 34,427 △ 1.8 1,849,820

　職員給与の支給見込み額による減

　
　共済費の負担割合変更・・・
　　　　　　　　　　　（共済費の追加費用の算定方法）
　　　　　　　　　　　４月時点の標準報酬月額（給料+各種手当等）×12ヶ月×追加費用率
　　　　　　　　　　　　当初予算編成時の追加費用率： 46.7/1,000
　　　　　　　　　　　　実績での追加費用率　　　　　　： 36.4/1,000

　積上げによる実績見込み・・・
　　　　　　　　　　　H30.12までの実績＋12月をベースにした１・２・３月分の見込み。
　　　　　　　　　　  なお、減額（補正協議額）に占める一般財源の額が小さい理由は、
　　　　　　　　　　　専門校に対する国からの交付金（職業転換訓練費交付金、離職者等
　　　　　　　　　　　職業訓練費交付金）が人件費の実績減に合わせて減額となることによる。

平成３０年度　２月補正予算額事項別一覧
（　通　常　分　）

補正前の額

補正前の額

説　明

・産業労働部職員に係る給与費

産業企画課

産業労働部関係職員費でございますが、本年度職員給与の支給見込み額の減に伴う
減額補正を行うものでございます。



（単位：千円）

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

補正予算額
義 務 ( 10,000 ) ( 100,872 ) (+1,008.7) ( 110,872 )

10,000 100,872 +1,008.7 110,872

　平成２９年度国庫補助事業の事業費確定等に伴う精算返納金の増

【精算返納金の内訳】 （単位：円）

特別電源所在県科学技術振興事業補助金 673,431

地域中小企業応援ファンド融資事業（旧きらめき岡山創成ファンド支援事業） 19,495,091

職業転換訓練費 1,427,557

職業能力開発校設備整備費等補助金 91,269

障害者の態様に応じた委託訓練事業 8,077,003

技能向上対策補助金 1,895,502

離職者等再就職訓練事業（単年度契約） 19,775,853

離職者等再就職訓練事業（複数年度契約）28年度契約の29年度分 28,211,753

離職者等再就職訓練事業（複数年度契約）29年度契約の29年度分 31,183,599

職業能力開発校設備整備費等補助金 40,087

110,871,145

【精算返納金の年度別推移】

補正予算額

その他計 ( 10,000 ) ( 100,872 ) (+1,008.7) ( 110,872 )

10,000 100,872 +1,008.7 110,872

補正予算額

( 1,774,809 ) ( 68,110 ) (+3.8) ( 1,842,919 )

1,894,247 66,445 +3.5 1,960,692

補正前の額

義務的
経費計

補正前の額

国庫支出金返納金でございますが、平成２９年度国庫補助事業の事業費確定等に
伴い発生いたします精算返納金につきまして増額補正するものでございます。

補正前の額

186,432 817,176 435,617

H26年度 H29年度

115,470

・事業費の確定による精算返納金

産業振興課、労働雇用政策課

H27年度 H28年度

説　明



（単位：千円）

分　類 事　項　名 工業技術センター運営費

補正予算額
一 般 ( 273,529 ) ( △ 5,464 ) (△ 2.0) ( 268,065 )

308,321 △ 5,464 △ 1.8 302,857

　経費節減等に伴う減

補正予算額

運営費計 ( 607,994 ) ( △ 5,464 ) (△ 0.9) ( 602,530 )

656,637 △ 5,464 △ 0.8 651,173

補正前の額

工業技術センター（産業企画課総務班）

説　明

工業技術センター運営費でございますが、管理運営費の節減による減額補正を行うも
のでございます。

・工業技術センターの管理運営に要する経費

　○一般管理費 　　      197,042　→　191,578 （△5,464）
　　所長人件費の確定減

補正前の額



（単位：千円）

分　類 事　項　名 企業誘致等対策費 企業誘致・投資促進課

補正予算額 財産収入 ＋385、繰入金 △100,000

一 般 ( 1,729,550 ) ( 203,131 ) (+11.7) ( 1,932,681 )
1,879,593 103,516 +5.5 1,983,109

△ 143,486

△ 100,811

334,677

　特別会計への繰出金の増

13,136

分　類 事　項　名 技術振興事業費

補正予算額 国庫 △6,107　繰入金 △5,899

一 般 ( 104,366 ) ( △ 1,775 ) (△ 1.7) ( 102,591 )
586,918 △ 13,781 △ 2.3 573,137

△ 10,682 （ △ 1,775 ）

△ 3,099 （ 0 ）

△ 2,061 （ △ 1,031 ）

△ 2,717 （ 0 ）

△ 1,568 （ 0 ）

・明日に向けて踏み出す自動車産業の育成

　３Ｄ－ＣＡＤ研修会開催事業

・ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業

　自動車関連企業工場管理人材等育成事業

　ＥＶ・ＰＨＶ技術展出展支援事業

補正前の額

・市町村営団地開発支援事業

　成功報酬型企業誘致委託事業見込額の増

補正前の額

　市町村営団地開発促進事業補助金交付見込額の減等

　企業立地促進補助金交付見込額の減等

企業誘致等対策費でございますが、内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会
計で所管する県営産業団地の分譲予定の一部が翌年度に延び、分譲収入が当初の見
込みを下回ったこと等による特別会計繰出金の増等により、増額補正を行うものでござ
います。

・成功報酬型企業誘致委託事業

・企業立地促進補助金交付事業

技術振興事業費でございますが、明日に向けて踏み出す自動車産業の育成等につきま
して、実績見込みの減に伴う減額補正を行うものでございます。

説　明

　実績見込みの減

　実績見込みの減

説　明 ・内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計繰出金　



（単位：千円）

分　類 事　項　名 産学官連携推進事業費 産業振興課

補正予算額
一 般 ( 21,524 ) ( △ 1,000 ) (△ 4.6) ( 20,524 )

39,634 △ 1,000 △ 2.5 38,634

分　類 事　項　名 グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費 産業振興課

補正予算額 国庫　△750、繰入金 △3,062

一 般 ( 1,536 ) ( 0 ) (+0.0) ( 1,536 )
49,711 △ 3,812 △ 7.7 45,899

・グリーンバイオ・プロジェクト推進事業 △ 2,312 （ 0 ）

△ 1,500

）

分　類 事　項　名 中小企業経営革新支援事業費 経営支援課

補正予算額 国庫 　△2,500

一 般 ( 196,782 ) ( △ 2,500 ) (△ 1.3) ( 194,282 )
269,232 △ 5,000 △ 1.9 264,232

・プロフェッショナル人材戦略拠点事業 △ 4,000 （ △ 2,000 ）

・エキスパート人材マッチング支援事業 △ 1,000 （ △ 500 ）
説　明

　実績見込みの減

　おかやまセルロースナノファイバートライアル支援補助金交付見込みの減

　プロフェッショナル人材戦略拠点事業の実績見込みの減

補正前の額

補正前の額

中小企業経営革新支援事業費でございますが、プロフェッショナル人材戦略拠点事業等
につきまして、実績見込みの減に伴う減額補正を行うものでございます。

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費でございますが、おかやまセルロースナノファイ
バートライアル支援補助金等につきまして、実績見込みの減に伴う減額補正を行うもの
でございます。

補正前の額

・知財活用人材育成事業

説　明

中国での商標登録に対しての無効宣告請求および異議申立　５件→１件

説　明

産学官連携推進事業費でございますが、知財活用人材育成事業につきまして、実績見
込みの減に伴う減額補正を行うものでございます。

　おかやまバイオマスネットワーク構築事業の実績見込みの減

　エキスパート人材マッチング支援事業の実績見込みの減

・セルロースナノファイバーによる地場産品等魅力アップ強化事業



（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業金融対策費 経営支援課

補正予算額
一 般 ( 241,146 ) ( 27,296 ) (+11.3) ( 268,442 )

242,345 27,296 +11.3 269,641

・中小企業者向け融資制度金融機関等補助金 △ 38,962 （ △ 38,962 ）

　補助対象となる融資残高の減に伴う利子・保証料補助金の減        　　　　△44,918

　危機対策資金の融資枠の変更に伴う利子・保証料補助金の増   　　　　　　　　5,956

・生産性向上支援強化事業等 △ 8,718 （ △ 8,718 ）

　（利子△29,075、保証料△9,887）

・岡山県信用保証協会損失補償 74,976 （ 74,976 ）

分　類 事　項　名 創業等推進事業費

補正予算額 国庫 △125　諸収入＋250

一 般 ( 35,807 ) ( △ 1,459 ) △ 4.1 ( 34,348 )
58,868 △ 1,334 △ 2.3 57,534

・中小企業クラウドファンディング支援事業 △ 1,334 （ △ 1,334 ）

　投資型クラウドファンディングの支援件数の減 　５件→４件

・ビジネスコアパーソン育成事業

　受講料収入の増による財源更正（△125）

分　類 事　項　名 観光地魅力向上対策事業費

補正予算額 寄附金＋1,990

一 般 ( 222,218 ) ( △ 1,990 ) △ 0.9 ( 220,228 )
230,531 0 +0.0 230,531

・おかやま観光キャンペーン事業

　　　一財 △125　国庫 △125　諸収入250

説　明

補正前の額

説　明

　補助見込額の減

観光地魅力向上対策事業費でございますが、企業版ふるさと納税による寄附金等の充
当により、事業費の財源更正を行うものでございます。

補正前の額

中小企業金融対策費でございますが、中小企業者向け融資制度に係る利子・保証料補助金等に
つきまして、実績見込みの減に伴う減額補正、および、信用保証協会の損失補償に要する経費を
増額補正するものでございます。

補正前の額

創業等推進事業費でございますが、中小企業クラウドファンディング支援事業等につきま
して、実績見込みの減等に伴う減額補正を行うものでございます。

　県信用保証協会の代位弁済に伴う損失補償金

　企業版ふるさと納税寄附金等による事業費の財源更正（△1,990）

　・企業版ふるさと納税寄附金：1,000千円
　・ふるさと岡山応援寄附金　 ：　990千円

説　明



（単位：千円）

分　類 事　項　名 国際観光推進事業費 観光課

補正予算額
一 般 ( 154,101 ) ( △ 5,219 ) (△ 3.4) ( 148,882 )

154,101 △ 5,219 △ 3.4 148,882

・インバウンド商談会ステップアップ事業

分　類 事　項　名 労働関係調査費 労働雇用政策課

補正予算額 国庫 ＋6

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
313 6 +1.9 319

・労使関係総合調査事業

分　類 事　項　名 事業内職業訓練費 労働雇用政策課

補正予算額 国庫 △330

一 般 ( 3,135 ) ( △ 328 ) (△ 10.5) ( 2,807 )
6,270 △ 658 △ 10.5 5,612

・認定職業訓練助成事業

分　類 事　項　名 産業人材育成事業費 労働雇用政策課

補正予算額 国庫 △1,174

一 般 ( 24,307 ) ( △ 778 ) (△ 3.2) ( 23,529 )
58,823 △ 1,952 △ 3.3 56,871

・技能検定等に関する岡山県職業能力開発協会への補助金

産業人材育成事業費でございますが、技能検定及び職業訓練に関する指導等に対する
岡山県職業能力開発協会への補助について、実績見込みの減に伴う減額補正を行うも
のでございます。

国際観光推進事業費でございますが、インバウンド商談会ステップアップ事業につきまし
て、実績見込みの減に伴う減額補正を行うものでございます。

補正前の額

説　明

説　明

　他団体と連携したことによる経費節減に伴う減

　訓練生数の減等による補助金交付見込額の減

補正前の額

補正前の額

説　明

労働関係調査費でございますが、県内の労働組合についての基本事項等に関する調査
を行う事業につきまして、国からの委託経費内示額が増になったことから増額補正を行う
ものでございます。

　国からの委託経費内示額の増

説　明

補正前の額

事業内職業訓練費でございますが、事業主団体等が行う職業訓練の運営費の一部を助
成する事業について、訓練生数の減等により交付見込額が減になったことから減額補正
を行うものでございます。

　補助対象事業の実績見込みの減



（単位：千円）

分　類 事　項　名 職業訓練奨励費 労働雇用政策課

補正予算額 国庫 △5,050

一 般 ( 25,000 ) ( △ 5,050 ) (△ 20.2) ( 19,950 )
50,000 △ 10,100 △ 20.2 39,900

分　類 事　項　名 人材育成訓練費 労働雇用政策課

補正予算額 国庫 △108,002

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
380,217 △ 108,002 △ 28.4 272,215

分　類 事　項　名 若年労働者等雇用対策費 労働雇用政策課 

補正予算額 諸収入 △4,600

一 般 ( 124,705 ) ( 0 ) (+0.0) ( 124,705 )
170,606 △ 4,600 △ 2.7 166,006

・大学生等人材還流事業

　所要見込額の減

・再就職促進訓練事業等

　民間教育訓練機関等に委託して実施する再就職促進訓練の受講見込者数の減等

説　明

説　明

補正前の額

・訓練手当支給事業

人材育成訓練費でございますが、民間教育訓練機関等に委託して行う再就職促進訓練
事業等に要する経費につきまして、民間委託による再就職促進訓練の受講見込者数の
減等に伴い、減額補正を行うものでございます。

　○訓練手当支給事業　50,000　　 →　　 39,900　(△10,100)
                             （420人月）　　　　（366人月）

職業訓練奨励費でございますが、公共職業訓練施設等の訓練生の経済的負担を軽減す
るための訓練手当について、支給見込額の減に伴い、減額補正を行うものでございま
す。

若年労働者等雇用対策費でございますが、Ｕターン就活イベントを出展企業からの負担
金を財源の一部として実施することとしておりましたが、受託事業者との調整により、受託
事業者において負担金を収入することとなったため、減額補正を行うものでございます。

　訓練手当支給見込額の減

補正前の額

補正前の額

説　明



（単位：千円）

分　類 事　項　名 循環型産業クラスター形成促進事業費 産業振興課

補正予算額 繰入金(産廃税) △16,118

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
42,223 △ 16,118 △ 38.2 26,105

△ 13,375 （ 0 ）

△ 2,743 （ 0 ）

分　類 事　項　名 石油貯蔵施設立地対策費 企業誘致・投資促進課

補正予算額 国庫 △983

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
143,811 △ 983 △ 0.7 142,828

・石油貯蔵施設立地対策事業

分　類 事　項　名 電源立地特別対策費 企業誘致・投資促進課

補正予算額 国庫　＋7

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
322,778 7 +0.0 322,785

・電源立地特別交付金事業

　施設整備1件　　15,000 →　5,625 （△9,375）
　技術開発等1件 　4,000 →　　　0　（△4,000）

　循環型社会形成推進モデル事業補助金の減

説　明

電源立地特別対策費でございますが、関係市町への交付金について、算定根拠となる
県内発電量が当初の見込みを上回ったことに伴う国交付金の増による増額補正を行うも
のでございます。

説　明

循環型産業クラスター形成促進事業費でございますが、先進的なリサイクル関係の施設
等の整備や新たなリサイクル技術の開発等に対する補助に要する経費等につきまして、
補助見込の減により減額補正するものでございます。

・エコプロダクツ製品化支援事業

石油貯蔵施設立地対策費でございますが、関係市町への交付金について、算定根拠と
なる石油貯蔵施設の貯蔵量が当初の見込みを下回ったことに伴う国交付金の減による
減額補正を行うものでございます。

補正前の額

　エコプロダクツ製品化支援事業費補助金の減

　事業化可能性調査・検証　２件　　2,000 →　  　 0　(△2,000)
　実用化研究     　　　　      １件　  3,000 →   3,257（＋　257）
  製品改良研究     　　　　　 １件　  1,000 →        0（△1,000）

補正前の額

　石油貯蔵施設の貯蔵量に応じた国交付金の減

　県内発電量に応じた国交付金の増

説　明

　・対象市町村への交付金　143,453　→　142,474（△979）
　・事務交付金　　　　　　　　　　  358  →　　　 354　（△4）

・地域ミニエコタウン事業

補正前の額



（単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働関係災害対策費

補正予算額 国庫＋1,193 寄附金＋2,960 県債＋51,900

一 般 ( 329,048 ) ( △ 916 ) (△ 0.3) ( 328,132 )
32,152,797 55,137 +0.2 32,207,934

・観光復興対策事業 51,048 （ 0 ）

　国内示額の確定等による増

）

・岡山県被災小規模事業者持続化支援補助金 54,226 ）

　補助対象事業の実績見込みの増 ）

）

△ 50,137

　事務費の経費節減等に伴う減 （ 54,226 ）

△ 41,250

（ △ 41,250 ）

（ △ 41,250 ）

）

）

）

（ △ 19,900 ）

補正予算額

事業費計 ( 5,543,485 ) ( 209,412 ) 3.8 ( 5,752,897 )

39,415,020 13,403 0.0 39,428,423

一般行政 補正予算額

( 6,151,479 ) ( 203,948 ) 3.3 ( 6,355,427 )

経 費 計 40,071,657 7,939 0.0 40,079,596

一般会計 補正予算額

( 7,926,288 ) ( 272,058 ) 3.4 ( 8,198,346 )

の　　計 41,965,904 74,384 0.2 42,040,288

説　明

補正前の額

補正前の額

補正前の額

産業労働関係災害対策費でございますが、観光復興対策事業の国内示額確定等に伴う
増額補正を行うものでございます。

　起債対象となったことに伴う財源更正

・高等技術専門校災害復旧事業

補正前の額

・岡山県中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業等



(岡山県中小企業支援資金貸付金特別会計)

（単位：千円）

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備導入資金貸付金

補正予算額 繰越金 △18,009、諸収入△1

特 ( 0 ) ( 0 )
188,963 △ 18,010 △ 9.5 170,953

分　類 事　項　名 中小企業高度化資金貸付金 経営支援課

補正予算額 諸収入 △8,173

特 ( 0 ) ( 0 )
149,240 △ 8,173 △ 5.5 141,067

分　類 事　項　名 創業・経営革新等設備貸与資金貸付金

補正予算額 繰越金 △4,671、諸収入 ＋9,248

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
225,537 4,577 +2.0 230,114

分　類 事　項　名 新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

補正予算額 繰越金 △85,043、諸収入 ＋5,043

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
400,739 △ 80,000 △ 20.0 320,739

説　明

説　明

創業・経営革新等設備貸与資金貸付金でございますが、償還額が当初見込みを上回っ
たことに伴い、中小企業基盤整備機構への償還金が増額となることにより、増額補正を
行うものでございます。

・創業・経営革新等設備貸与資金貸付金等

　貸与機関から県への償還金が当初の見込みを上回ったことに伴う中小企業基盤整備
機構への償還金の増等

　設備貸与資金貸付金　200,000 → 200,000
　　　　　　 県債償還金　　25,537 →   30,114 (＋4,577)

説　明

補正前の額

小規模企業者等設備導入資金貸付金でございますが、設備資金貸付事業及び設備貸
与事業を行う貸与機関が過去に行った貸付につきまして、貸与機関から県への償還金
が当初の見込みを下回り、県から国への償還金が減となることに伴い、減額補正を行う
ものでございます。
・小規模企業者等設備導入資金貸付事業

　貸与機関から県への償還金が当初の見込みを下回ったことに伴う国への償還金の減

　国（経済産業省）への償還金 174,755→ 156,745　(△18,010)

補正前の額

補正前の額

新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金でございますが、貸与実績が当初見込み
を下回ったことに伴い、（公財）岡山県産業振興財団への貸付金が減額となることによ
り、減額補正を行うものでございます。

・中小企業基盤整備機構償還金等

補正前の額

中小企業高度化資金貸付金でございますが、事業協同組合等に行った貸付につきまし
て、平成30年７月豪雨に被災した組合の償還猶予に伴い、償還金が当初の見込みを下
回り、中小企業基盤整備機構への償還金や一般会計への繰出金が減となることから、
減額補正を行うものでございます。

　機構への償還金 　　99,688→ 94,433 (△5,255)
　一般会計への繰出金 33,290 → 30,372 (△2,918)

　償還猶予による償還金の減少に伴う中小企業基盤整備機構への償還金の減等

説　明 ・新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

　貸与実績の減に伴う貸付金の減等

　設備貸与資金貸付金　300,000 → 220,000（△80,000）
　県債に係る償還金　　　100,739 → 100,739



（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業等グループ施設等復旧整備資金貸付金

補正予算額 繰入金 △11,200、県債 △1,108,800

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
10,200,000 △ 1,120,000 △ 11.0 9,080,000

補正予算額

( 0 ) ( 0 )

11,164,479 △ 1,221,606 △ 10.9 9,942,873

中小企業等グループ施設等復旧整備資金貸付金でございますが、貸倒損失への対応
等のための基金造成を目的とした基金原資貸付金につきまして、地方債の金利が予算
計上時より上昇したことに伴い、当初想定していた基金規模を必要としなくなったことによ
り、減額補正を行うものでございます。

補正前の額中小企業

支援資金

特別会計

の　　　計

補正前の額

・中小企業等グループ施設等復旧整備資金貸付金

　貸付原資貸付金　　　　3,100,000　→　3,100,000
　基金原資貸付金　　　　7,100,000　→　5,980,000　（△1,120,000）

　基金原資貸付金の減

説　明



（岡山県内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 内陸・流通団地管理事業費 企業誘致・投資促進課

補正予算額
特 ( 0 ) ( 0 )

1,967,767 △ 173,728 △ 8.8 1,794,039

　分割工事、草刈等内陸工業団地造成事業費の減等

分　類 事　項　名 県債元金償還金 企業誘致・投資促進課

補正予算額 財産収入 △268,513、繰入金 ＋268,513

特 ( 0 ) ( 0 )
1,112,135 0 +0.0 1,112,135

　土地売払収入から一般会計繰入金への財源更正

分　類 事　項　名 県債利子償還金 企業誘致・投資促進課

補正予算額 財産収入 △35,210、繰入金 ＋31,759

特 ( 0 ) ( 0 )
35,210 △ 3,451 △ 9.8 31,759

　起債利子率の確定による利子償還金の減

分　類 事　項　名 県債取扱事務費 企業誘致・投資促進課

補正予算額 財産収入 △446、繰入金 ＋413

特 ( 0 ) ( 0 )
446 △ 33 △ 7.4 413

  起債手数料の確定による手数料の減

内陸流通 補正予算額

特別会計 ( 0 ) ( 0 )

の　　計 3,115,558 △ 177,212 △ 5.7 2,938,346

特別会計 補正予算額

( 0 ) ( 0 )

の　　計 14,280,037 △ 1,398,818 △ 9.8 12,881,219

産業労働 補正予算額

( 7,926,288 ) ( 272,058 ) 3.4 ( 8,198,346 )

部の計 56,245,941 △ 1,324,434 △ 2.4 54,921,507

説　明

補正前の額

説　明

説　明

内陸・流通団地管理事業費でございますが、内陸工業団地及び流通業務団地の管理等
のために要する経費につきまして、分割工事等の実績減、草刈等管理経費の節減等に
伴い減額補正を行うものでございます。

補正前の額

説　明

補正前の額

補正前の額

補正前の額

補正前の額

補正前の額

・県債利子償還金

・県債取扱事務費

財産収入 △164,017、繰入金 ＋33,992、
繰越金 　　＋9,197、県債△52,900

・内陸・流通団地管理事業費

・県債元金償還金


